
公務員の種類と数

○一般行政部門 約１，００３千人

（うち技能労務職員 約９０千人）

○教育部門 約１，１０９千人

（うち技能労務職員 約６８千人）

地方公務員 ○警察部門 約２８０千人

（うち技能労務職員 約３千人）約２９５万人

（うち

○消防部門 約１５７千人技能労務職員

約１７万人） （うち技能労務職員 約０千人）

○公営企業等会計部門 約４０２千人

（うち技能労務職員 約１０千人）

公 務 員

約３５５万人

○非現業国家公務員 約３１９千人

（うち行政職給料表（二）職員 約５千人）

○現業国家公務員 約５千人

（国有林野事業）

国家公務員

約６０万人 ○特別機関職員 約３２千人

（国会、裁判所、会計検査院、人事院）

○自衛官 約２４８千人

（注）１ 地方公務員の数は、平成１９年４月１日現在の「平成１９年地方公共団体定員

管理調査」による一般職に属する地方公務員数である。

技能労務職員は、上記の他、一部事務組合等の職員約６千人がいる。

２ 国家公務員の数は、平成２０年度末予算定員による。

うち行政職給料表（二）職員は、平成１９年４月１日現在の「平成１９年国家

公務員給与等実態調査 （人事院）による。」

３ 上記の他、特定地方独立行政法人約３千人（平成１９年４月１日現在 、特定）

独立行政法人約５８千人（平成２０年１月１日現在）がいる。

【資料２】
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